
認定放送持株会社制度について

※認定放送持株会社は、地上基幹放送事業者を最大１２都道府県まで保有可（広域放送、県域放送の場合）

※地上基幹放送のほか、ＢＳ放送を行う衛星基幹放送事業者等を傘下に置くことが可能。
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認定放送持株会社

認定放送持株会社制度は、総務大臣の認定を受けることにより、基幹放送事業について、持株会社によるグループ経営を
可能とする制度であり、平成20年4月に導入されました。

認定放送持株会社制度は、放送のデジタル化や通信と放送の融合が進展する中、地上放送事業者に関し、多額の資金調
達や経営の一層の効率化が大きな経営課題となる中、持株会社を通じた資金調達を可能とし、放送事業者の経営の安定基盤
強化する、人材、資金、設備等について経営資源の効率的運用を可能とする、放送事業車間の連携ニーズに柔軟に対応する
ことを可能とするため、導入されたものです。

特例として複数の基幹放送事業者を傘下に置くことが可能となります。




